
様式第2号

受付印　

年　　　月　　　日
総合支庁長　殿

　申請法人

千円

山形県過疎地域の持続的発展の支援に関する県税課税免除条例第３条の規定により、下記のとおり法人事業税の全部又は一部の課税免除を申請します。

供用 供用

取得等をした一の適用設備を
構成する減価償却資産の圧縮
記帳後の取得価額等

円 円 円

取得等をした適用設備のうち対象設備に 供用 供用
直接従事する従業者数

(事業年度末現在の数値)

人 人 人

取得等をした適用設備のうち対象設備に
係る事務職員等の数

(事業年度末現在の数値)

人 人 人

人

　
所
得
金
額

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

適用設備を取得等をした事業所

00

0

0

地
方
税
法
第
七
十
二
条
の
二

第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事

業
に
係
る
も
の

所

得

金

額
地方税法第七十二条の二
第一項第三号ロに掲げる事
業に係るもの 0 0

0

0

0

法 人  の  金 額
軽減税率不適用

0

00

0

0

0

0

0

0

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合 計

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

差 引 課 税 標 準 額

第　　　回 年度

円00 円0 円

割合
0

第　　　回 供用 年度 第　　　回

00

課税標準額又は
分割課税標準額

課 税 免 除 に 係 る
課 税 標 準 額

0

課税免除に係る所得金額の算
定の基礎となる割合

適 用 設 備 の 取 得 等 に 伴 う 増 加 生 産 額

県内に有する事業所等に従事する従業
者で上記の欄に掲げる者以外の数
（事業年度末現在の数値）

船 舶 又 は 航 空 機

構 築 物

円

円

建 物 及 び そ の 附 属 設 備

0

年度

年800万円以下

年800万円  超

   年400万円  超

合　　　　　　計
0 0

  年400万円以下

摘 要 課税免除の割合

0

0

0

分 割 法 人 の 課 税
標 準 額 の 総 額

円

円

第　　　回 供用 年度 第　　　回 年度 第　　　回 年度

円

円

名 称

資 本 金 の 額

事 業 種 目 又は出資金の額

課 税 免 除 の 申 請 を す る 事 業 年 度

機 械 及 び 装 置

電話　（      －        －        ）

所 在 地

申請担当者の所属及び氏名、電話番号

事 業 の 用 に 供 し た 日 　　年　　　　月　　　　日 　　年　　　　月　　　　日

主 要 製 造 品 目

　　年　　　　月　　　　日

取 得 等 の 区 分

適 用 年 度

法人事業税課税免除申請書

所 在 地

山形県

法 人 名

代表者氏名

　　　　　年　　　月　　　日から　　　　　　年　　　月　　　日まで

法 人 番 号

（ 確 定 ・ 修 正 分 ）





法　人　名

１　課税免除に係る課税標準額の算定の基礎となる従業者数
月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0.00
前記取得等をした適用設
備のうち対象設備に係る事
務職員等の数 0.00
取得等をした適用設備のう
ち対象設備に直接従事す
る従業者 0.00
前記取得等をした適用設
備のうち対象設備に係る事
務職員等の数 0.00
取得等をした適用設備のう
ち対象設備に直接従事す
る従業者 0.00
前記取得等をした適用設
備のうち対象設備に係る事
務職員等の数 0.00
取得等をした適用設備のう
ち対象設備に直接従事す
る従業者 0.00
前記取得等をした適用設
備のうち対象設備に係る事
務職員等の数 0.00
取得等をした適用設備のう
ち対象設備に直接従事す
る従業者 0.00
前記取得等をした適用設
備のうち対象設備に係る事
務職員等の数 0.00
取得等をした適用設備のう
ち対象設備に直接従事す
る従業者 0.00
前記取得等をした適用設
備のうち対象設備に係る事
務職員等の数 0.00

0.00

0.00

２　課税免除に係る課税標準額の内訳

円 円 円 円 円 円

計 0 0 0

0

0 0 0

差　引　課　税　標　準　額 0 0 0 0 0

課
税
免
除
に
係
る
課
税
標
準
額

　年　　　　月　　　　日
0

事業の用に供した部分

　年　　　　月　　　　日
0

事業の用に供した部分

　年　　　　月　　　　日
0

事業の用に供した部分

　年　　　　月　　　　日
0

事業の用に供した部分

0
事業の用に供した部分

　年　　　　月　　　　日

　年　　　　月　　　　日

0
事業の用に供した部分

計

課税標準額又は分割課税標準額 0

年400万円超
年800万円以下

年800万円超 計
軽減税率不適用
法人の金額

分割法人の課税標準額の総額
0

区　　　　　　　　　分 課税免除の割合

所　　　　　　得　　　　　　金　　　　　　額

地方税法第七十二条の二第一項第三号ロに掲げる事業に係るもの
地方税法第七十二条
の二第一項第三号ロ
に掲げる事業に係るもの年400万円以下

事業の用に供
した部分

県内に有する事業所等に従事する従業者で
上記の欄に掲げる者以外の数

年　　月　　日

年　　月　　日

事業の用に供
した部分

事業の用に供
した部分

事業の用に供
した部分

年　　月　　日

年　　月　　日

事業の用に供
した部分

年　　月　　日

事業の用に供
した部分

人

年　　月　　日

取得等をした適用設備のう
ち対象設備に直接従事す
る従業者

法人事業税課税免除申請書付表

取得等の箇
所 計

事業年度末
現在の数値

月

項 目


